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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第39期

第２四半期連結
累計期間 

第40期
第２四半期連結

累計期間 

第39期
第２四半期連結

会計期間 

第40期 
第２四半期連結 

会計期間 
第39期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  2,873,836  1,978,336  1,370,087  1,159,874  4,904,892

経常利益（千円）  86,334  6,334  47,288  31,131  14,151

四半期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
 34,027  722  12,411  26,860  △80,350

純資産額（千円） － －  2,983,829  2,819,962  2,815,168

総資産額（千円） － －  7,776,061  7,645,401  6,530,483

１株当たり純資産額（円） － －  655.52  619.63  618.51

１株当たり四半期純利益金額又は

当期純損失金額（△）（円） 
 7.47  0.16  2.73  5.90  △17.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  38.4  36.9  43.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 470,935  156,358 － －  795,583

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △321,793  △256,403 － －  △541,144

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △40,743  821,377 － －  △271,143

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  631,574  1,233,319  508,356

従業員数（人） － －  372  325  279

－1－



 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

（注）１.従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（準社員、嘱託、パートタイマー）は、当第２四半期連結会計期

間の平均人員を( )外数で記載しております。 

   ２.従業員数が当第２四半期連結会計期間において42名増加した主な要因は、関係会社において工業用ゴム事業

の開発製品の受注増加に伴い、人員が増加したことによるものであります。  

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（準社員、嘱託、パートタイマー）は、当第２四半期会計期間の平均

人員を( )外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 325  (55)

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 231  (55)

－2－



(1）生産実績 

当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

        ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

    ２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）増減

工業用ゴム事業  931,442  △22.5

医療・衛生用ゴム事業  213,133  14.9

その他  －  －

合計  1,144,575  △17.5

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）増減 

受注残高（千円） 
前年同四半期比
（％）増減 

工業用ゴム事業  1,070,458  △8.9  337,361  18.5

医療・衛生用ゴム事業  214,863  △8.3  89,518  △2.7

その他  －  －  －  －

合計  1,285,322  △8.8  426,879  13.4

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）増減

工業用ゴム事業  952,317  △20.0

医療・衛生用ゴム事業  207,556  15.2

その他  －  －

合計  1,159,874  △15.3

相手先 

前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日亜化学工業 株式会社  291,630  21.3  196,815  17.0

テルモ 株式会社  142,375  10.4  174,475  15.0

－3－



 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1) 業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループは、お客様の視点に立ったものづくりを進めるとともに、事業

領域として自動車・情報通信・医療介護の各分野への経営資源の集中を図り、独自の開発製品の販売拡大に注力して

まいりました。一方では、売上が伸びない中でも利益を創出できる強固な財務体制の確立に向け、費用削減や生産性

改善などの経営合理化策を実施してまいりました。 

 当社を取り巻く環境においては、当第２四半期連結会計期間は、景気の底打ち感から脱却し、受注の伸びも当初の

予測以上となりました。特に自動車関連製品の受注回復は期待以上のものとなりましたが、本格的な回復とは言い難

く、今後の見通しについては先行き不透明な状況にあります。 

 この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、連結売上高は11億５千９百万円（前年同四半期比15.3％減）とな

り、利益面では、経営合理化策による費用削減、生産性改善活動を行った結果、連結営業利益は５千万円（前年同四

半期比54.7％増）となりました。また、借入金の増加による支払利息の負担増加、為替差損の計上により、連結経常

利益は３千１百万円（前年同四半期比34.2％減）となり、連結四半期純利益は２千６百万円（前年同四半期比

116.4％増）となりました。 

 事業の種類別セグメントについて、工業用ゴム事業のうち彩色用ゴム製品は、豊富なカラーバリエーションとＬＥ

Ｄの光のばらつきを均一化できる主力製品の「ASA COLOR LED」の主要用途が自動車内装照明向けの光源であること

から、自動車減産の影響を大きく受けたことにより、連結売上高は４億１千２百万円（前年同四半期比30.1％減）と

なりました。光透過率94％以上の特性を持つ透明シリコーン製品は、高輝度ＬＥＤと組み合わせた用途向けのレンズ

製品「ASA COLOR LENS」の既存取引が縮小したことや、携帯ゲーム機向けの応用製品の受注が減少したことなどによ

り、連結売上高は６千万円（前年同四半期比10.9％減）となりました。これらの結果、彩色用ゴム製品の連結売上高

は、５億４千万円（前年同四半期比29.2％減）となりました。 

 弱電用高精密ゴム製品では、液晶テレビのバックライト用ホルダー製品の受注がなくなったことによる売上減の影

響が大きく、また、競合他社並びに重要顧客の海外生産シフトによる厳しい価格競争および受注減少の影響を受けた

ことにより、連結売上高は１億３千６百万円（前年同四半期比27.2％減）となりました。 

 スポーツ用ゴム製品は、新機種製品の受注増が寄与したことなどにより、連結売上高は１億３百万円（前年同四半

期比25.9％増）となりました。 

 その他の工業用ゴム製品の売上高は、新製品の量産化を進めたことにより、連結売上高は１億７千１百万円(前年

同四半期比9.4％増）となりました。 

 これらの結果、工業用ゴム事業の連結売上高は、９億５千２百万円（前年同四半期比20.0％減）となりました。ま

た連結営業利益は４千９百万円（前年同四半期比15.9％減）となりました。 

 医療・衛生用ゴム事業は、医療用ゴム製品では、独自の開発製品の受注が好調に推移したことにより、連結売上高

は２億円（前年同四半期比19.8％増）となりました。衛生性、通気性、衝撃吸収性を追及した衛生用ゴム製品では、

在庫調整の影響などにより、連結売上高は６百万円（前年同四半期比44.8％減）となりました。 

 これらの結果、医療・衛生用ゴム事業の連結売上高は２億７百万円（前年同四半期比15.2％増）となりました。ま

た連結営業利益は４千万円（前年同四半期比48.6％増）となりました。  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

－4－



(2) キャッシュ・フローの状況  

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高は、前第２四半期連結会計期間末に比べて６

億１百万円増加の12億３千３百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは１億９千９百万円の収入（前年同四半期は３億７千２百万円の収入）となり

ました。 

 これは主に仕入債務の増加額２億２千９百万円（前年同四半期は４千１百万円の増加）、たな卸資産の増加額３千

２百万円（前年同四半期は６千４百万円の減少）があったものの、受注の回復による売上債権の増加額２億９千１百

万円（前年同四半期は２億３千８百万円の減少）などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、５千１百万円の支出（前年同四半期は１億３千３百万円の支出）となりま

した。 

 これは主に定期預金の預入による支出４億３千３百万円（前年同四半期は３億２千５百万円の支出）があったもの

の、有形固定資産の取得による支出１千８百万円（前年同四半期は１億９千３百万円の支出）が少なかった事などに

よるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは３億７千７百万円の収入（前年同四半期は１億３千２百万円の支出）となり

ました。 

 これは主に、長期借入れによる収入６億５千万円（前年同四半期は２億５千万円の収入）によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第２四半期連結会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4) 研究開発活動  

 当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は、１千６百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社の研究開発活動について重要な変更はありません。 
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（1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

（2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

第３【設備の状況】

会社名事業所
名 所在地 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の増
加能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 着手 完了 

当社福島工場 
福島県西白

河郡 

工業用ゴム

事業  

工業用ゴム

関連設備 
48,900 －

 自己資金

及び借入金 

平成21年10

月 

平成22年３

月 
５％  

当社白河工場 
福島県白河

市 

工業用ゴム

事業  

工業用ゴム

関連設備 
54,700 －

 自己資金

及び借入金 

平成21年10

月 

平成22年３

月 
５％  
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

   該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  11,500,000

計  11,500,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
 

（平成21年11月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  4,618,520  4,618,520 ジャスダック証券取引所 単元株式数500株

計  4,618,520  4,618,520 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
 －  4,618  －  516,870  －  457,970
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（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤 潤 埼玉県さいたま市緑区  942  20.4

伊藤 巖 埼玉県さいたま市緑区  222  4.8

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町1－1  216  4.7

朝日ラバー共栄持株会 埼玉県さいたま市大宮区土手町2丁目7－2  166  3.6

朝日ラバー従業員持株会 埼玉県さいたま市大宮区土手町2丁目7－2  146  3.2

室井 豊 埼玉県新座市  134  2.9

株式会社武蔵野銀行 埼玉県さいたま市大宮区桜木町1丁目10－8  113  2.4

株式会社東邦銀行 福島県福島市大町3丁目25  97  2.1

株式会社西京銀行 山口県周南市平和通1－10－2  96  2.1

横山 林吉 埼玉県さいたま市緑区  79  1.7

計 －  2,214  47.9
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①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    67,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   4,471,500  8,943 － 

単元未満株式 普通株式    80,020 － － 

発行済株式総数               4,618,520 － － 

総株主の議決権 －  8,943 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社 朝日ラバー 
埼玉県さいたま市大

宮区土手町2丁目7-2 
 67,000  －  67,000  1.45

計 －  67,000  －  67,000  1.45

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  255  260  280  290  320  315

最低（円）  230  255  260  255  289  270

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,957,398 1,004,101

受取手形及び売掛金 1,141,186 862,357

商品及び製品 195,118 201,824

仕掛品 195,301 174,033

原材料及び貯蔵品 105,501 108,505

その他 122,086 130,807

貸倒引当金 △1,109 △870

流動資産合計 3,715,482 2,480,758

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,160,820 1,195,622

機械装置及び運搬具（純額） 1,003,011 1,050,367

土地 900,782 900,782

その他（純額） 126,202 133,793

有形固定資産合計 ※  3,190,817 ※  3,280,565

無形固定資産 6,110 6,657

投資その他の資産   

その他 736,413 765,743

貸倒引当金 △3,422 △3,242

投資その他の資産合計 732,991 762,501

固定資産合計 3,929,919 4,049,724

資産合計 7,645,401 6,530,483

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 697,958 517,642

短期借入金 400,000 －

1年内返済予定の長期借入金 906,043 786,968

未払法人税等 7,252 6,214

その他 241,108 171,244

流動負債合計 2,252,362 1,482,069

固定負債   

長期借入金 1,782,687 1,459,840

退職給付引当金 327,252 310,843

役員退職慰労引当金 176,301 176,091

その他 286,834 286,470

固定負債合計 2,573,076 2,233,245

負債合計 4,825,438 3,715,315
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 516,870 516,870

資本剰余金 457,970 457,970

利益剰余金 1,885,828 1,898,760

自己株式 △44,731 △44,592

株主資本合計 2,815,936 2,829,008

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 18,173 4,906

為替換算調整勘定 △14,147 △18,746

評価・換算差額等合計 4,026 △13,840

純資産合計 2,819,962 2,815,168

負債純資産合計 7,645,401 6,530,483
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 2,873,836 1,978,336

売上原価 2,280,629 1,514,692

売上総利益 593,206 463,644

販売費及び一般管理費 ※  520,632 ※  429,298

営業利益 72,574 34,345

営業外収益   

受取利息 3,008 2,638

受取配当金 1,638 1,334

受取手数料 － 2,762

補助金収入 20,048 －

雑収入 12,565 2,864

営業外収益合計 37,260 9,601

営業外費用   

支払利息 19,757 21,539

為替差損 － 7,902

雑支出 3,742 8,169

営業外費用合計 23,499 37,612

経常利益 86,334 6,334

特別損失   

固定資産売却損 － 164

固定資産除却損 23,444 141

貸倒引当金繰入額 － 180

投資有価証券評価損 5,589 －

特別損失合計 29,033 485

税金等調整前四半期純利益 57,301 5,848

法人税等 23,274 5,126

四半期純利益 34,027 722
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 1,370,087 1,159,874

売上原価 1,083,915 886,149

売上総利益 286,172 273,724

販売費及び一般管理費 ※  253,421 ※  223,046

営業利益 32,750 50,678

営業外収益   

受取利息 1,868 1,195

受取配当金 355 261

受取手数料 － 2,325

還付加算金 － 1,503

補助金収入 20,048 －

雑収入 4,220 727

営業外収益合計 26,493 6,011

営業外費用   

支払利息 10,083 11,727

為替差損 － 9,288

雑支出 1,872 4,543

営業外費用合計 11,955 25,558

経常利益 47,288 31,131

特別損失   

固定資産除却損 18,099 7

貸倒引当金繰入額 － 30

投資有価証券評価損 5,589 －

特別損失合計 23,688 37

税金等調整前四半期純利益 23,600 31,094

法人税等 11,188 4,234

四半期純利益 12,411 26,860
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 57,301 5,848

減価償却費 228,668 193,863

投資有価証券評価損益（△は益） 5,589 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △251 412

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,732 16,408

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,718 210

受取利息及び受取配当金 △4,646 △3,973

補助金収入 △20,048 －

支払利息 19,757 21,539

為替差損益（△は益） △10,694 △5,010

有形固定資産売却損益（△は益） － 164

有形固定資産除却損 23,444 141

売上債権の増減額（△は増加） 304,976 △277,898

たな卸資産の増減額（△は増加） △97,848 △8,734

仕入債務の増減額（△は減少） △16,841 181,983

未払消費税等の増減額（△は減少） △35,673 2,457

その他 46,822 △9,323

小計 518,004 118,089

利息及び配当金の受取額 4,454 3,542

利息の支払額 △20,453 △20,953

損害賠償金の支払額 △77 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △30,992 55,680

営業活動によるキャッシュ・フロー 470,935 156,358

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △404,220 △594,036

定期預金の払戻による収入 413,000 417,000

有形固定資産の取得による支出 △325,079 △52,329

投資有価証券の取得による支出 △2,336 △11,429

その他 △3,157 △15,607

投資活動によるキャッシュ・フロー △321,793 △256,403

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 108,433 400,000

長期借入れによる収入 250,000 850,000

長期借入金の返済による支出 △361,590 △409,637

配当金の支払額 △31,581 △13,666

自己株式の取得による支出 △763 △139

その他 △5,240 △5,179

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,743 821,377

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,041 3,630

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 115,439 724,963

現金及び現金同等物の期首残高 516,134 508,356

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  631,574 ※  1,233,319
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該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

 （四半期連結損益計算書関係） 

１．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「受取手数料」は、

営業外収益の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記しました。 

  なお、前第２四半期連結累計期間の「受取手数料」の金額は1,013千円であります。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

 （四半期連結損益計算書関係） 

１．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「受取手数料」は、

営業外収益の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記しました。   

  なお、前第２四半期連結会計期間の「受取手数料」の金額は388千円であります。   

２．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「還付加算金」は、

営業外収益の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記しました。 

  なお、前第２四半期連結会計期間の「還付加算金」の金額は９千円であります。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１. 棚卸資産の評価方法  棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用しております。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を

欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 
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【追加情報】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

退職給付引当金  当社及び国内連結子会社は、適格退職年金制度を採用しておりましたが、

平成21年10月１日より確定給付企業年金制度へ移行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しており

ます。 

 なお、本移行に伴う、損益に与える影響はありません。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 3,814,625千円 ※ 有形固定資産の減価償却累計額 3,625,440千円 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与手当 151,016千円 

退職給付費用 7,590千円 

給与手当 153,678千円 

退職給付費用 8,790千円 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与手当 74,241千円 

退職給付費用 3,399千円 

給与手当 79,152千円 

退職給付費用 4,416千円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,113,946千円 

投資その他の資産のその他 

(長期性預金) 

250,000千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △732,372千円 

現金及び現金同等物 631,574千円 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,957,398千円 

投資その他の資産のその他 

(長期性預金) 

200,000千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △924,078千円 

現金及び現金同等物 1,233,319千円 
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  4,618千株   

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式    67千株   

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  13,654  利益剰余金  3 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
工業用ゴム
事業 
（千円） 

医療・衛生
用ゴム事業 
（千円） 

その他
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売

上高 
 1,189,964  180,121  0  1,370,087  －  1,370,087

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  － (－)  －

計  1,189,964  180,121  0  1,370,087 (－)  1,370,087

営業利益(又は営業

損失) 
 59,336  27,381  △0  86,717  △53,967  32,750

  
工業用ゴム
事業 
（千円） 

医療・衛生
用ゴム事業 
（千円） 

その他
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売

上高 
 952,317  207,556  －  1,159,874  －  1,159,874

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  － (－)  －

計  952,317  207,556  －  1,159,874 (－)  1,159,874

営業利益  49,883  40,691  －  90,575  △39,897  50,678
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前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は製品の種類、性質等を考慮し、工業用ゴム事業、医療・衛生用ゴム事業及びその他に区分しており

ます。 

２．各事業区分の主要製品 

  

  
工業用ゴム
事業 
（千円） 

医療・衛生
用ゴム事業 
（千円） 

その他
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売

上高 
 2,541,458  332,295  82  2,873,836  －  2,873,836

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  － (－)  －

計  2,541,458  332,295  82  2,873,836 (－)  2,873,836

営業利益  163,495  16,379  11  179,885  △107,311  72,574

  
工業用ゴム
事業 
（千円） 

医療・衛生
用ゴム事業 
（千円） 

その他
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売

上高 
 1,593,331  384,997  7  1,978,336  －  1,978,336

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  － (－)  －

計  1,593,331  384,997  7  1,978,336 (－)  1,978,336

営業利益  55,073  58,567  1  113,641  △79,295  34,345

事業区分 主要製品 

工業用ゴム事業 
彩色用ゴム製品、弱電用高精密ゴム製品、スポーツ用ゴム

製品、その他の工業用ゴム製品 

医療・衛生用ゴム事業 医療用ゴム製品、衛生用ゴム製品 

その他 その他製品 
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 前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日 至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年

９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。   

  

 前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

  (1)アジア   ：台湾、中国、タイ 

  (2)北米    ：米国、カナダ、メキシコ 

  (3)ヨーロッパ ：ドイツ、英国 

  ３．海外売上高は、当社又は連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

          海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

  (1)アジア   ：台湾、中国、タイ 

  (2)北米    ：米国、カナダ、メキシコ 

  (3)ヨーロッパ ：ドイツ、英国 

  ３．海外売上高は、当社又は連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

      当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日）        

     海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

  該当事項はありません。 

    該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

  アジア 北米 ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  68,096  6,439  426  74,962

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  －  1,370,087

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 5.0  0.4  0.1  5.5

  アジア 北米 ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  209,223  79,332  1,185  289,741

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  －  2,873,836

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 7.3  2.7  0.1  10.1

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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    該当事項はありません。 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 619.63円 １株当たり純資産額 618.51円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 7.47円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 0.16円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（千円）  34,027  722

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  34,027  722

期中平均株式数（千株）  4,552  4,551

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 2.73円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 5.90円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（千円）  12,411  26,860

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  12,411  26,860

期中平均株式数（千株）  4,552  4,551
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    該当事項はありません。 

 当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)  

 当社グループは、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

て、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリー

ス取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。  

   該当事項はありません。  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月13日

株式会社朝日ラバー 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 原  真志  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 田口 茂雄  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 向川 政序  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日ラ

バーの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝日ラバー及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月13日

株式会社朝日ラバー 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小倉 邦路  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 向川 政序  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日ラ

バーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝日ラバー及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 




